
  全教職員配布 

文部省通達（昭和 23 年）【趣旨】 

高等学校側における入学試験を廃止し、出身

学校からの報告書のみに基づく選抜とするも

のであった。この報告書のみによる選抜方法

は、学区制の基盤の上に、志願者の特定の学

校への集中を避け、高等学校の学校差をなく

し、受験準備の弊害をなくすこと等を目指す。 
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 4 月 23 日、県教委の諮問機関である兵庫県高等学校通学区域検討委員会（「学区検討委員

会」）は「中間まとめ」を発表しました。「生徒が特色で学校を選択する」という前提のもと、

「学区拡大」の方向性を明確に示す内容となっています。 

「競争の教育」に拍車をかける 
この背景には、「学校を『商品』とみなし、『消費者』である生徒に自由に学校を『選択』

させ、人気のある学校に入るための『競争』を『市場原理』に見立て、結果の良し悪しは生

徒の『自己責任』、人気のなく売れ残った学校は廃校にする」という教育における「新自由

主義」があり、それを提唱しているのは大企業・財界です。「小泉構造改革」路線は、日本

社会に極端な貧困と格差を持ちこみ、国民から「ノー」の審判を下されました。教育におけ

る「新自由主義構造改革」も大きな困難を教育に持ち込み、既に破綻が始まっています。こ

の期に及んで学区を拡大し、すでに破綻が明白な「新自由主義」に兵庫の教育を導こうとす

る県教委の「学区拡大」方針の誤りは明白です。 

   滋賀では大規模統廃合が計画 
「学区拡大」の狙いは何なのでしょうか？06 年度から全県 1 学区が導入された滋賀で、今

最大の課題になっているのは大規模な「統廃合計画」です。旧学区を越えて都市部の高校へ

の進学希望が増え、生徒の絶対数の減少もあり、進学希望者の少なくなった学校が生まれて

います。滋賀の県教委はそのことを理由に大幅な統廃合（46 校→34 校程度）を計画してい

ます。同時に公私比率の見直し（19％→30％）、大幅な教育予算の削減を狙っています。最

終的な予算削減の構図は兵庫県も同じです。 

「高校受験のための中学校教育はダメ」 
そもそも高校に学区が設けられたのはなぜ

でしょうか。戦後の「新制高校制度」は、学

校間の格差をなくし、希望者を全員入学させ

るという理想を掲げて出発しました。（右資料）

現在の経済力を持ってすれば、この理想の実

現はたやすいことです。「学区検討委員会」の

委員からも次のような同趣旨の意見が出され

ています。「受験競争が過度になるような制度

変更や通学区域の見直しには反対する。高校

受験のための中学校教育となってはいけない。」 

 
 

本来、教育は「人格の完成」を目標とすべきものであり、父母・県民は生徒一人一人が個

性豊かに成長することを願っています。そのためには、すべての生徒が生き生きとした高校

生活を送ること、どこの高校に行ってもそれが保障されるような教育制度にすることが必要

です。「高校教育が地域とどう連携するか、地域にどう根ざすのかを考えて検討していかな

ければならない」「高校無償化の動きの中で高校までは地域の中で学ぶことが大切である」

という委員の指摘にこたえられるような「学区」のあり方と、それにふさわしい「入試制度」

への改善こそが今日の課題です。そして、「競争と選択」の教育にかわり、生徒、父母、地

域住民と教職員が共同で学校づくりに参加する「参加と共同の学校づくり」をすすめましょ

う。 
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兵庫高教組書記局 

「中間まとめ」のめざす方向性 

1. 学区における学校数が少なく、受検生の選択幅が制限されており、複数志願の趣旨が生かし

にくいことが現行通学区の課題であり、生徒にとって望ましい選択肢および複数志願選抜と

の整合性の観点から「現行 16 学区」を見直す。 
2. 現在の「中学区」を学区の統合により「大学区化」（＝「学区拡大」）する。（「教育事務所の

範囲程度（7 学区）を頭においておく必要がある」「第 4 回検討会」委員長のまとめの発言） 
3. 現行の自由学区は、「隣接学区の受検が可能」など分かりやすく見直す。 

滋賀の統廃合計画 

（滋賀高教組予測） 
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